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要旨：丸鋼を用いた鉄筋コンクリート部材は，異形鉄筋を用いた場合と比較して地震時の変形性能が異なる。

これまで，丸鋼を用いた円形部材の変形性能に関する研究事例が少ないことから，本研究では，丸鋼を用い

た円形試験体を製作し正負交番載荷試験を行うことにより実験的検討を行った。その結果，丸鋼を用いた円

形部材は，曲げ破壊した場合は最大荷重後の荷重低下は比較的緩やかであること，載荷点変位は軸方向鉄筋

の抜出しによる回転変位と全断面有効とした曲率を用いて算出した柱く体の曲げ変形による変位の和で概ね

妥当に評価することができること，軸方向鉄筋の抜出しによる回転変位が支配的となることが確認された。 

キーワード：丸鋼，静的正負交番載荷試験，変形性能，鉄筋コンクリート，円形部材 

 

1. はじめに 

 建設年次の古い鉄道鉄筋コンクリート（以下，RC とい

う）構造物には，主要鉄筋として丸鋼が用いられている

ものがある。主要鉄筋に丸鋼を用いた場合，異形鉄筋を

用いた場合よりも鉄筋とコンクリートの間の付着が弱い

ことから，コンクリートにひび割れが生じにくいことや，

地震時の履歴がスリップ型となりエネルギー吸収能が低

下することが知られている 1)，2)。 

 現在，RC ラーメン高架橋柱等に対する耐震補強が進

められており，対象構造物の中には丸鋼を用いた RC 円

形柱も含まれている。しかし，丸鋼が用いられている RC

柱の変形性能に関するこれまでの知見は，矩形柱を対象

にしたものが多く，円形柱を対象にした実験は少ない 3)，

4)。そこで，本検討では，丸鋼を用いた RC 円形部材の変

形性能を把握するため，実物大試験体および縮小試験体

を用いた静的正負交番載荷試験を行うとともに，丸鋼を

用いた RC 円形柱の水平変位の算定に関する検討を行っ

たので，以下に報告する。 

 

2. 実験の概要 

2.1 既存の RC ラーメン高架橋円形柱の諸元 

本検討において着目した既設高架橋は 1951 年（昭和

26 年）頃に建設されたものであり，柱の軸方向鉄筋と帯

鉄筋に丸鋼が使用されている。表－1 に既設 RC ラーメ

ン高架橋柱の諸元を示す。 

いずれの柱も円形断面であり，断面直径 D は 1000～

1200mm，せん断スパン比 a/d は 1.54～2.72，引張鉄筋比

Ptは 0.33～0.42%，帯鉄筋比は 0.06～0.17%である。試験

体の軸方向鉄筋が異形鉄筋であると仮定して算出した曲

げせん断耐力比（せん断耐力 Vuと部材が曲げ耐力に達す

るときのせん断力 Vmuの比）は 0.76～1.13 である。ここ

で，Vuは帯鉄筋により受け持たれる棒部材のせん断耐力

Vs とせん断補強鋼材を用いない棒部材のせん断耐力 Vc

の和とし，Vsは鉄道構造物等設計標準 5)により，Vcは a/d

によるせん断耐力の増加を考慮した式 6)，7)によって算定

した。また，Vmuの算出にあたっての曲げ耐力 Muは鉄道

構造物等設計標準 5)に示される方法により算出した。 

円形断面のせん断耐力を算出するにあたっては，鉄道

構造物等設計標準 5)に従い，円を正方形に等積換算した

腹部幅 bw のく形断面とし，引張側鉄筋の断面積 As は引

張側最外縁から±45°の範囲にある軸方向鉄筋の断面

積とし，有効高さ d は等積正方形の圧縮縁から引張側鉄

筋の図心までの距離とした。 

2.2 試験体の諸元 
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表－1 既設 RCラーメン高架橋柱の諸元 

鉄筋 コンクリート

D a/d 径φ 間隔s s/φ Pt 径φ 間隔 Pw fsyk f’ck

［mm］ - ［mm］ ［mm］ - ［％］ ［mm］ ［mm］ ［％］ ［N/mm
2
］ ［N/mm

2
］

1 1000 1.54 25 139 5.6 0.33 12 150 0.17 1.13

2 1200 2.26 28 118 4.2 0.40 9 200 0.06 0.86

3 1150 2.33 28 131 4.7 0.42 9 200 0.06 0.77

4 1000 2.72 25 111 4.4 0.40 9 150 0.095 0.76

曲げせん断
耐力比

235 24

既設柱

直径
せん断
スパン比

軸方向鉄筋 帯鉄筋
材料強度
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実験は，既存の RC ラーメン高架橋の柱を模擬した実

物大モデルおよび縮小試験体を用いて正負交番載荷試験

を実施した。試験体の諸元と使用材料の材料試験値を表

－2に，形状および配筋例を図－1に示す。試験体は大型

試験体 1 体と小型試験体 5 体の合計 6 体を製作した。 

大型試験体の No.1 試験体は，既設柱 1 をモデル化し

たほぼ実物大の試験体で，断面直径 D を 1000mm として

いる。帯鉄筋は既設柱に合わせてスパイラル筋を用いた。

No.2,3,4,5 試験体はそれぞれ既設柱 1,2,3,4 を 1/2 に縮小

したもので，断面直径 D を既設柱の 1/2(500～600mm)と

し，せん断スパン比 a/d は既設柱と同程度(1.54～2.66)に

なるよう設定した。帯鉄筋は，製作の容易性を考慮し，

スパイラル筋ではなく単鉄筋を用いて半円形フックで定

着した。軸方向鉄筋と帯鉄筋は曲げせん断耐力比が既設

柱と概ね同程度になるよう設定した。 

 No.6 試験体は，比較のため追加した試験体であり，引

張鉄筋比 Ptを既設柱の 2.5～3 倍程度に設定する一方，曲

げせん断耐力比がNo.1,2試験体と同等となるように製作

した。 

 軸方向鉄筋の柱上部での定着は，鉄筋をネジ切り加工

し，柱上端付近のコンクリート内部に設置した定着板に

軸方向鉄筋をナットにて固定する方法として，柱上部で

軸方向鉄筋のコンクリートとの付着切れによる抜出しが

発生しないようにした。 

2.3 載荷方法 

試験体により軸方向圧縮応力度を 1.5～2.0N/mm2 に設

定し，水平方向に静的正負交番載荷を行った。異形鉄筋

が使用された円形の柱試験体の交番載荷試験 8)などにお

いては，一般に，柱基部の引張側最外縁から±45°の位置

の軸方向鉄筋が初めて降伏強度に達した際の変位を基準

変位 1δy とするが，丸鋼が使用された柱部材では鉄筋と

コンクリートの間の付着力が小さいために軸方向鉄筋の

ひずみが平均化され，鉄筋が降伏に至った時点の変位が

大きくなることが知られている。そこで，本実験では，

既往の実験 3)，4)と同様に，軸方向鉄筋が初めて降伏強度

に達した時，または試験体の軸方向鉄筋が異形鉄筋であ

ると仮定して算出した降伏荷重 Pycalに水平荷重が達した

時，のいずれか早い方の載荷点変位を基準水平変位 1δy

とすることとした。表－3 のとおり，今回の実験では全

試験体において，水平荷重が降伏荷重の計算値に達する

方が，軸方向鉄筋が初めて降伏強度に達するよりも早か

った。 

 載荷は，基準水平変位 1δyの整数倍（1δy，2δy，3δy・・・）

の変位制御で行い，各ステップでの繰り返し回数は 3 回

とした。主な計測項目は，載荷位置の水平変位，軸方向

鉄筋及び帯鉄筋のひずみとした。 

 

3. 実験結果 

3.1 試験体の損傷状況 

 各試験体の損傷状況を図－2に示す。No.1,2,6 試験体は

曲げ破壊，No.3,4,5 試験体は曲げ降伏後のせん断破壊と

なった。 

No.1,2 試験体は，ともにフーチング天端の柱根元付近

 

図－1 試験体の形状および配筋例 

（No.1 試験体） 

 

表－3 降伏変位の計算値と実験値 

 

表－2 試験体の諸元と使用材料の材料試験値 

1000
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軸方向鉄筋
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φ13@176 SR235
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0

2.0N/mm2

載荷位置

δycal δy1 δy2 δy2/δy1 δy2/δycal

［mm］［mm］［mm］ - -

1 2.28 4.33 12.86 2.97 5.64

2 1.53 3.32 5.60 1.69 3.66

3 3.57 6.03 11.89 1.97 3.34

4 2.78 3.94 7.85 1.99 2.82

5 4.61 7.82 15.34 1.96 3.33

6 6.18 8.03 22.97 2.86 3.72

δycal：計算から求めた降伏変位

δy1：計算値の降伏荷重に達した時の載荷点変位

δy2：引張鉄筋が降伏ひずみに達した時の載荷点変位

試験体
No.

間隔
D d a s

［mm］ ［mm］ ［mm］ - ［mm・本］ ［mm］ - ［％］ ［mm］ ［％］ ［N/mm
2］ -

1 1000 830 1280 1.54 φ25×20 139 5.6 0.33 φ12ctc150 0.17 22.5 54.7 302.6 288.0 2.0 0.99

2 500 415 640 1.54 φ16×18 75 4.7 0.49 φ6ctc60 0.21 30.5 28.1 306.8 305.9 2.0 0.95

3 600 502 1150 2.29 φ16×28 56 3.5 0.53 φ6ctc150 0.07 27.5 27.3 321.0 354.4 1.5 0.75

4 575 479 1100 2.30 φ16×26 65 4.1 0.60 φ6ctc150 0.07 27.7 54.2 306.3 411.0 1.5 0.81

5 500 413 1100 2.66 φ16×22 60 3.8 0.68 φ6ctc100 0.13 22.9 22.0 327.6 359.3 1.5 0.83

6 500 415 1500 3.61 φ22×18 75 3.4 1.03 φ6ctc60 0.16 33.3 57.1 296.4 429.5 1.5 0.96

※コンクリートは圧縮強度を、鋼材は引張降伏強度を示す。

［N/mm
2］

帯鉄筋 材料強度
※

軸力
曲げせん断
耐力比

コンクリート 鋼材

径・間隔 Pw 柱
フーチ
ング

軸方向
鉄筋

帯鉄筋

軸方向鉄筋

径・本 s/φ Pt

試
験
体
No.

直径 有効高さ
せん断
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に曲げひび割れと損傷が集中し，柱基部のみが回転変形

するロッキング状の変形性状を示した。水平変位が大き

くなるにつれて，柱基部から徐々に上方に向けてコンク

リートの剥落範囲が広がった。No.1 試験体は 16δyにおい

て，No.2 試験体は 14δyにおいて，柱基部の軸方向鉄筋が

複数本破断したため，その段階で載荷を終了した。 

No.1,2 試験体は，載荷終了時においても，柱基部のひ

び割れのみが開いており，それより上部はかぶりコンク

リートの剥落は発生しているものの，主鉄筋内部のコア

コンクリートはほとんど損傷していない状況であった。 

 No.3 試験体は，4δy において，柱上部の引張側から柱

基部の圧縮側にかけて斜めひび割れが大きく開いてせん

断破壊した。 

No.4 試験体は，6δyの 2～3 サイクル目において，No.3

試験体と同様に，柱上部の引張側から柱基部の圧縮側に

かけて斜めひび割れが大きく開いてせん断破壊した。 

No.5 試験体は，4δyの 2 サイクル目において，No.3 試

験体と同様に，柱上部の引張側から柱基部の圧縮側にか

けて斜めひび割れが大きく開いてせん断破壊した。 

No.6 試験体は，載荷初期の 2δy において，柱基部のフ

ーチング天端から 300mm 高さの範囲において斜めひび

割れが発生した。その後 7δy においてフーチング天端か

ら 300～700mm 高さの範囲の柱側面において，斜めひび

割れが進展するとともに少し開き気味となった。8δyにお

いては柱基部のひび割れが開き，フーチング天端から高

さ 200mm 位置の曲げひび割れも少し開いた。また，12δy

において，フーチング天端から 400mm の範囲において

コンクリートが剥落する損傷が観察された。 

3.2 荷重と変位の関係 

 各試験体の荷重と変位の関係を図－3に示す。 

曲げ破壊した No.1,2,6 試験体は，3δyもしくは 4δyで荷

重がピークに達し，その後緩やかに荷重が低下した。ま

た，No.1,2 試験体は，降伏荷重を下回った後も急激な荷

重低下は生じなかった。 

 No,3 試験体は，3δy まで荷重が上昇した後，4δy にて，

荷重が急激に低下した。これらは，柱の斜めひび割れが

大きく開いてせん断破壊した状況と一致している。 

 No.4,5 試験体は，3δyで荷重がピークに達した後，荷重

維持できずに緩やかに荷重低下した。その後 No.4 試験体

は 7δy で，No.5 試験体は 5δy で荷重が急激に低下した。

これらは，柱の斜めひび割れが大きく開いてせん断破壊

した状況と一致している。 

各試験体の荷重と変位の関係の包絡線を図－4 に示す。

なお，縦軸には正側載荷時と負側載荷時の水平荷重の平

均を降伏荷重の計算値 Pycalで除すことにより無次元化し

たものを，横軸には塑性率を示している。 

 曲げ破壊した No.1,2,6 試験体は，荷重がピークに達し

た後の荷重低下は緩やかで，かつ降伏荷重を下回った後

も急激な荷重低下が生じなかった。また，No.6 試験体は，

6δy までは No.1 試験体と類似の曲線を描いているものの，

6δy 以降は No.1 試験体よりも荷重低下が緩やかになり，

降伏荷重を下回った後は荷重低下が逆に顕著になった。

これはNo.6 試験体が 6δy以降柱く体に曲げひび割れが発

生したことにより，圧縮側のコンクリートの損傷が進展

しなくなったためと考えられる。 

3.3 鉄筋が異形鉄筋であると仮定して算定した骨格曲線

と実験値の比較 

図－3 に，試験体の軸方向鉄筋が異形鉄筋であると仮

定して鉄道構造物等設計標準 5)に基づき算定した各試験

体の骨格曲線を赤線で併記した。骨格曲線の折れ点は，

変位が小さい方から，C 点（ひび割れ点），Y 点（軸方向

鉄筋の降伏点），M 点（最大耐力点），および N 点（部材

耐力が Y 点まで低下した点）をそれぞれ示している。 

曲げ破壊した No.1,2,6 試験体は，実験値の方が Y 点の

変位がやや大きくなるものの，軸方向鉄筋が異形鉄筋で

あると仮定して算定した骨格曲線を実験値が概ね包含し

 

 

 

 

 

  

(a)No.1 試験体 (b)No.2 試験体 (c)No.3 試験体 

 

 

 

 

 

  

(d)No.4 試験体 (e)No.5 試験体 (f)No.6 試験体 

図－2 載荷終了時の試験体損傷状況 
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た。 

また，せん断破壊した No.2,3,4 試験体についても，曲

げ破壊した試験体と同様に実験値の方がY点の変位がや

や大きくなるものの，斜めひび割れが大きく開いてせん

断破壊する前までは，鉄筋が異形鉄筋であると仮定して

算定した骨格曲線を実験値が概ね包含した。 

3.4 軸方向鉄筋のひずみ分布 

 曲げ破壊した試験体のうち，ひずみゲージの配線不良

によりデータを一部取得することのできなかった No.1

試験体を除いた No.2,6 試験体について，引張側最外縁か

ら±45°の位置の軸方向鉄筋ひずみの高さ方向の分布を図

－5に示す。図－5には，降伏荷重時(1δy時)，最大荷重時 

(3δy時)，鉄筋が異形鉄筋であると仮定して算定した骨格

曲線の N 点の変位に到達した時(No.2 は 5δy 時，No.6 は

6δy時)の値をそれぞれ示した。 

 降伏荷重時においては，降伏ひずみに近い値のひずみ

が基部だけでなく高さ方向に広範囲に発生した。その後

の，最大荷重時や鉄筋が異形鉄筋であると仮定して算定

した骨格曲線の N 点到達時においては，高さ方向に広範

囲に発生したひずみが降伏ひずみ付近で頭打ちとなる一

方，柱く体基部付近の一部の範囲（鉛直方向 300～400mm

程度の範囲）のひずみだけが大きくなる傾向を示した。 

4. 異形鉄筋と仮定した場合と丸鋼の場合の載荷点変位

およびその内訳の比較 

4.1 載荷点変位に影響する内訳の整理とその算出方法に

ついて 

 曲げ破壊した No.2,6 試験体について，異形鉄筋と仮定

した場合と今回丸鋼を使用した場合の載荷点変位及びそ

の内訳（それぞれの変形要因が載荷点変位に与える影響）

を整理したものを図－6に，各値の算定イメージを図－7

に示す。 

 図－6 における異形鉄筋と仮定した場合の値は，鉄道

構造物等設計標準 5)に基づき，Y 点ではフーチングから

の軸方向鉄筋抜出しによる回転変位，く体変形による変

位を，M 点,N 点ではフーチングからの軸方向鉄筋抜出

しによる回転変位，塑性ヒンジ部以外の曲げ変形による

変位，塑性ヒンジ部の回転変位をそれぞれ算出し，その

和を載荷点変位とした。なお，No.2 試験体は，せん断ス

パン比が小さく，塑性ヒンジが形成された後に塑性ヒン

ジ部以外の区間がほとんど残らないため，M 点,N 点に

おける塑性ヒンジ部以外の曲げ変形による変位がほとん

ど無かった。 

図－6 における丸鋼を使用した場合の値は，今回の試

   

 

 

 

 

 

 

 

(a)No.1 試験体 (b)No.2 試験体 (c)No.3 試験体 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(d)No.4 試験体 (e)No.5 試験体 (f)No.6 試験体 

図－3 荷重と変位の関係 

図－4 荷重と変位の関係の包絡線 
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験体の損傷状況を考慮の上，Y 点，M 点,N 点における，

フーチングからの軸方向鉄筋抜出しによる回転変位，柱

く体からの軸方向鉄筋抜出しによる回転変位，塑性ヒン

ジ部以外の曲げ変形による変位を算出し，その和を載荷

点変位とした。 

 丸鋼を使用した場合の軸方向鉄筋抜出しによる回転変

位は，図－5 に示した軸方向鉄筋の高さ方向のひずみ分

布の試験結果をもとに，式(1)により算出した。フーチン

グ（柱基部）より下の部分をフーチングからの軸方向鉄

筋抜出しによる回転変位，上の部分を柱く体からの軸方

向鉄筋抜出しによる回転変位とし，それぞれ算出した。 

 

   δ= La・⊿L/(X-Xn)           (1) 

 

ここに， 

δ ：軸方向鉄筋の抜出しによる回転変位 

La ：せん断スパン 

⊿L：軸方向鉄筋の抜出し量（図－5に示した軸方

向鉄筋ひずみを高さ方向に積分することに

より算出する） 

  

(a)No.2 試験体 (b)No.6 試験体 

図－5 軸方向鉄筋ひずみ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a)No.2 試験体 (b)No.6 試験体 

図－6 載荷点変位およびその内訳 

 

図－7 載荷点変位の算定イメージ 
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X ：引張側最外縁から±45°の位置の軸方向鉄筋

から圧縮縁までの距離（円形断面として算

出する） 

Xn ：中立軸から圧縮縁までの距離（円形断面と

して算出する） 

 

 なお，軸方向鉄筋ひずみの積分範囲は，フーチングか

らの軸方向鉄筋抜出しによる回転変位の算出時はフーチ

ング内の折り曲げ開始点（曲線開始点）からフーチング

上面（柱基部）まで，柱く体からの軸方向鉄筋抜出しに

よる回転変位の算出時はフーチング上面（柱基部）から

く体上部の定着板までとした。 

 丸鋼を用いた場合の塑性ヒンジ部以外の曲げ変形によ

る変位については，今回曲げ破壊した No.2,6 試験体にお

いて塑性ヒンジ部以外にひび割れ等の損傷もなかったこ

とから，全断面有効とした曲率を用いて算出した。 

 また，図－6 に，今回の丸鋼の載荷点変位の実験値を

赤点で併記した。No.2,6 試験体ともに，上述の方法によ

り算出した丸鋼の載荷点変位と実験値が近い値となって

いることから，上述の算出手法は概ね妥当であるといえ

る。 

4.2 異形鉄筋と仮定した場合と丸鋼の場合の比較 

 図－6 より，異形鉄筋と仮定した場合と丸鋼の場合の

載荷点変位の算定値を比較すると，Y 点において丸鋼の

場合の方が異形鉄筋と仮定した場合と比べてやや大きく

なるものの，M 点，N 点では近い値となることがわかっ

た。 

 そして，図－6 より，載荷点変位へ与える変形要因と

しては，異形鉄筋と仮定した場合は M 点や N 点では塑

性ヒンジ部の回転による変位が支配的であるのに対し，

丸鋼の場合は Y 点，M 点，N 点のすべてにおいて軸方向

鉄筋抜出しによる回転変位が支配的であることがわかる。

また，軸方向鉄筋の抜出しによる回転変位には，フーチ

ングからの抜出しだけでなく柱く体からの抜出しも大き

く影響していることがわかった。 

 

5. まとめ 

 本検討では，丸鋼を用いた RC 円形部材の変形性能を

把握するため，実物大試験体および縮小試験体を用いた

静的正負交番載荷試験を実施した。本実験の範囲で得ら

れた知見を下記に示す。 

(1) 曲げ破壊した試験体は，荷重がピークに達した後，

水平荷重が低下して載荷を終了する段階まで荷重

の低下度合いは緩やかであった。 

(2) 曲げ破壊した試験体について，試験体の軸方向鉄筋

が異形鉄筋であると仮定して算定した骨格曲線と

実験値を比較すると，Y 点の変位がやや大きくなる

ものの，実験値が骨格曲線を概ね包含した。せん断

破壊した試験体についても，曲げ破壊した試験体と

同様に Y 点の変位がやや大きくなるものの，斜めひ

び割れが大きく開いてせん断破壊する前までは，実

験値が骨格曲線を概ね包含した。 

(3) 曲げ破壊の場合の Y 点，M 点，N 点の載荷点変位

は，フーチングおよび柱く体からの軸方向鉄筋抜出

しによる回転変位と全断面有効とした曲率を用い

て算出した塑性ヒンジ部以外の曲げ変形による変

位の和で，概ね妥当に評価することができた。 

(4) 曲げ破壊した試験体の載荷点変位へ与える変形要

因としては，試験体の軸方向鉄筋が異形鉄筋である

と仮定した場合は M 点や N 点で塑性ヒンジ部の回

転による変位が支配的である一方，丸鋼を用いたRC

円形部材の場合は Y 点，M 点，N 点のすべてにおい

て軸方向鉄筋の抜出しによる回転変位が支配的で

あった。 
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